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訪日外国人の診療価格の設定における補足的検討
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１．原価要素の取扱い：訪日外国人の診療需要への体制整備の位置づけの整理が望まれる

 追加的な診療需要への応対 ⇒ 各種単価が上昇（固定費の取扱い）
 医療資源消費の変化の範囲 ⇒ 間接原価は不変（算定では据え置）

２．価格設定のあり方：実績や体制がある場合は訪日外国人の単独の収支管理の必要性も

 未収金の取扱い ⇒ 未収金の対策費は計上、他の患者への転嫁は要検討（日本人部分は除外）
 個別請求の是非 ⇒ 個別請求は、医療資源の消費実態に則した請求が可能（振れ幅は大きい）

３．公的な資本の回収：病院レベルのみならず国民レベルで経済バランスを考える視点も

 診療報酬の公費 ⇒ 倍数算定で訪日外国人にも適切な負担が可能に
 公的なインフラ ⇒ 税のみならず地域医療への間接的な貢献も考慮

４．調査・算定の事例：医療原価は病態ごとに変動、海外価格は制度や施設で変動と推察

 診療価格の事例 ⇒ 一般的な病態と現場の負担感が大きい診療の算定例は、1.2～3.6倍程度
 海外価格の事例 ⇒ 比較的件数が多く国ごとの診療差異が少ない咽頭炎は、約2～17千円/件

 要約



診療価格算定時の留意事項1: 倍数算定と原価要素

 固定費（医療職種、施設機器等）の取扱いが
重要である⇒訪日外国人の予定外費用として

【論点】通常の診療体制に対して、追加需要となる訪
日外国人の原価は、固定費も変動費として捉えるべき
ではないか（例：医師・事務の超過的勤務の人件費）

通常の診療報酬と固定費用の関係 訪日外国人の場合

変動費

追加
的需
要？

固定費

 倍数算定による設定が、極端に過大・過小に
ならないよう、仕組みの整理が重要である

【論点】診療価格の大きいケースを中心に、訪日外国
人の診療の影響を受けない原価要素も、倍数算定で大
きく振れることが無いよう、算定範囲を限定すべきか

診療
時間
等

診療部門等の
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診療時間等と原価要素の関係

主に直接原価 主に間接原価
(簡便な配賦・按分)

倍数算定と間接原価の関係

間接原価

直接原価
倍
数
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定
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等

日本人の
原価構造

訪日外国人

間接原価

直接原価
各要素 変動費 固定費

直接原価 大 中

間接原価 無？ 小?

訪日外国人の原価要素の
構造（直接や変動）ｲﾒｰｼﾞ

機関の原
価構造等
で補正

（注）本頁は、「原価増加分」(倍数算定を行う範囲)のみを対象とした資料

2（出典）田倉智之. 日本臨床内科医会. 2011 黒沢清編. 
日本経営出版会. 1967 等より
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診療価格算定時の留意事項2: 価格設定等のあり方
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 未収金の取扱いについては、診療価格のあり
方の観点から整理を行うことが重要である

【論点】未収金（医業貸倒損失等）の相当分を診療価
格に反映すべきか、反映する場合の方法とは

価格のあり方（顧客の納得感や市場での評価）

 診療価格の水準と特異的なケース（病態や行
為）の関係を整理することも重要である

【論点】通常、価格はあるサービスの平準的内容を基
に代表的水準を設定するが、個別価格とすべきか

診療価格と対象病態／対象技術（各サービス含む）の関係

 価格水準と顧客満足
・一般に、価格水準の形成において、顧客の満足（納
得感）が影響を及ぼすと考えられる
・顧客の納得感の得られない価格設定は、各種トラブ
ル（未収金等）の増加の原因となる

訪日外国人の診療価格への反映方法（対策と転嫁）

 未収金対策の各費用
・未収金対策として事前に投資した分は、訪日外国人
の診療価格に反映を行うべきである（原価追加分等）
 未収金部分の転嫁等
・他の患者への未収金の転嫁は、訪日外国人の互助
（共同負担）の仕組みや説明方法の合理性も含め、幅
広い検討が望まれる（日本人診療の未収金の取扱も）

集団を対象

個々を対象

標準価格設定

個別に請求等

日本人の
診療報酬?

外国人の
ケースに?

（注）年齢・疾病(重症度)や介入行為、他

訪日外国人の診療価格（請求額）を個別に設定する場合

 個別算定の長所と短所（実態請求と説明負担等）
・症例ごとに詳細な算定が必要で、説明の手間も増え
るが、医療資源消費の実態にそった請求が可能になる
 診療報酬に対する医療原価のバラツキとの関係
・原価は、外国人・日本人に関わらず病態等の影響を
受けるため、本邦の標準的な診療報酬に対し結果は大
きく変化する場合もあるが、採算ラインは明示される

診療価格設定の対象と請求の概念



分布

(n又は%)

0 　(同一疾病・同一診療において) 医療原価

（円/件）

ﾌﾟﾗｽ確率：

50%

ﾏｲﾅｽ確率：

50%

患者

Ａ

患者

Ｂ

患者

Ｃ

医療原価は、同一疾病であっても、重症度など

の医療ニーズで多様性がある ⇒ 標準価格は、

代表的な原価分布(中央値又は平均値；期待値

が±50％となる)を考慮し設定される事が多い

(参考:原価の分散と収支の均衡に配慮した価格)
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 医療原価；一般に、医療原価は年齢・重症
度・他背景などで広く分散する傾向にある。
日本人の診療報酬(点数換算；１点=10円)は、
本邦全体の「標準価格」とも考えられる

 病院収支；通常、収支は各症例の収益(原価と
価格の差)と数量の影響を受ける。実績が多く
効率性から点数換算(１点=？円)を適用する場
合は、施設の「標準価格」設定も意義がある
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事業収支

(円/年)

(同一疾病・同一診療)

収支均衡

標準価格

　（円/件；点数換算）

＜ー＞

黒字

赤字

損益分岐点

患者

Ａ

患者

Ｂ

患者

Ｃ

収支は、原価分布を考慮して標準価格を設定

すれば、収支均衡になる ⇒ 施設で代表的

な点数換算(１点＝？円)を検討する時、均衡

点を目安にするのも一考である（経営裁量）



(注1)あくまでも事例の域を出ない。病態特性や施設特性、算定方式で大きくばらつくことが想定される

(注2)秘匿性のある協力医療機関の経営情報(取引価格や収益構造等)に関わるため内訳は割愛をしている

(注3)倍数算定にあたり、間接原価の範囲は変化無しと設定し、また補助金・助成金の補正を行っている

(注4)倍数算定の基礎情報のうち、資源消費（診療時間の変化等）は各施設・担当者の自己申告に基づく
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外来：咽頭炎 外来：蕁麻疹 外来：膀胱炎 外来⇒入院：肺炎 入院：虫垂炎 入院：胆管炎 入院：大腿骨折

訪日外国人の診療価格の概算のケース例「参考値」

（単位：日本人の診療報酬に対する相対的倍数＝原価増加＋原価追加）

国内２医療機

関の個別症例

(2017年～2018年)

(ｱﾚﾙｷﾞｰ治

療例)

(出血性例)

(重症化

例；外来

⇒入院)

(急性期手

術例)

(ERCP例)

(大腿骨転

子部位手

術例)

(参考:訪日外国人の診療価格の算定ケースの例)

【予定】
今後、さらにサン

プル規模を拡大し、
ケースの精緻化や算
定方法の影響等を検
討する予定である
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ERCP：内視鏡的逆行性胆管膵
管造影(Endoscopic Retrograde 
Cholangiopancreatography)

【補足】
価格設定や請求方

法は、各医療機関の
経営的な裁量で判
断・決定をすべきと

考えられる

※表記方法：「原価
追加」の価格分は、
「原価増加」分との
合算時に、絶対値を
倍数値に換算した

特異的なｹｰｽ 特異的なｹｰｽ

一般的なｹｰｽ一般的なｹｰｽ



(参考:海外の医療費水準のケースの例)

【予定】
今後、さらにサン

プル規模を拡大し、
ケースの精査や対象
疾病（診療行為）の
整理を検討する予定

6

【補足】
海外の医療費水準

は、医療制度のみな
らず経済基調、また
は受診機関、受診経
緯によっても様々で
ある点に留意が必要

（注１）円換算は、受療時の為替レートにて実施している。購買力平価では補正せず

（注２）あくまでも事例の域をでない。原疾患や受診施設等によって幅が予想される

（注３）医療費には、診察料（アメリカ、ドイツは一部不明）、医薬品代が含まれる

（注４）データソースは、協力頂いた複数の民間保険、支払代行の機関の実績である
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海外の医療費水準の例

ー海外渡航者（邦人）の支払額のケース例ー

「咽頭炎等で外来受診」（単位：円/件）

時期：2017年～2018年



社会医療/公共インフラ系の議論(公的資本の回収)

保険・自
己負担

公費

 本研究における公共的な投資への応対の概念  公共的な投資の国民的な回収の概念（参考）

日本人診療
の負担構造

主に広く国民負担

主に患者家族負担

自由診療

公費負担に
相当する部
分も患者の
自己負担
（日本人の
数倍程度）

外国人診療
の負担構造(倍数算定により)

価格設定(原価増加分)と公費負担の関係

公共インフラ等の論点や解釈と本研究の関係

２．社会・医療インフラの投資回収

 例：各種補助・助成金、医療
者育成、公共(消防等)ｼｽﾃﾑ費等

 補助金・助成金等をも含む訪日外国人の診療価格設
定における国民全体への還元の概念

・1)自由診療に掛かる消費税・事業税による国庫への
還元、2)医療機関経営の基盤強化による地域医療（住
民）への貢献、3)雇用の安定化等に伴う保険料・税収
での貢献等、広い視野から論じる必要もあるのでは？

 日本国土に滞
留する人間へ
の国家的責務

 他の仕組みに
よる諸対策等

補助金以
外は研究
の範囲外

公費
負担

補助
負担

訪
日
外
国
人
の

診
療
価
格

考慮 医療機
関の収
入増加

税収・保険
料等の貢献

地域医療等
への貢献
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（注）分類と表現は、
概念的である



整理：診療価格に関わる留意点と主な事例
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１．医療原価の特徴

 医療原価は、症例によって異なった。年齢や重症度等の患者背景から、同一疾病の診療でも変動
が想定される。これは、訪日外国人に限った特性ではなく、日本人の診療でも同じと考えられる

 よって診療価格の設定は、訪日外国人に関わる全体収支へ配慮した各病院の経営判断が望まれる

２．診療価格の設定

 診療価格は、一般に”症例毎に算定する個別請求“と”施設代表の標準価格の設定”が想定される
 いずれも、医療原価に基く「原価増加(診療負担等；診療報酬の倍数算定で原価計算を簡便化)」
と「原価追加(通訳費等の原価を直接積分)」を合算し、日本人の診療報酬の倍数として取り扱う
と、医療経営における整合性の担保や各負担の軽減、説明の効率化が期待できると考えられる

 概算の結果、件数が比較的多い一般的な病態ケースは1.3倍前後であったが、現場の負担感が大き
い特異的な診療は3倍を超えるケースも散見した。ケース構成等を考慮した経営判断も望まれる

３．海外価格の状況

 海外渡航中の邦人の受診費用は、日本の経済力等を背景に、その国における外国人への請求水準
として比較的、高いクラスであると想像されるなか、日本の診療報酬より高いケースがあった

 主な整理(理解)



参考資料
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医療費原価の計算方法２（案）ー 算定の構造とプロセス
 訪日外国人の診療に関わる医療費原価（２つの観点から算定し合算）

通常診療の
原価増加分

外国人診療の
原価追加分

訪日外国人診療
の場合（１件当たり）

本邦の
公的診
療報酬
請求点
数

医療費
原価
（労務
費、経
費等）

医療費
原価
（労務
費等）
＝
倍数

公的診
療報酬
請求点
数
×
倍数

通常診療
に相当す
る範囲の
外国人診
療に伴う
原価増

医療費
原価
（労務
費、経
費等）

通常診療
以外の外
国人診療
に伴う追
加原価

一般国民の通常診
療の場合

通訳翻訳・患
者紹介・特殊

対応等

「実績調査」
会計費目の１
件当たりの割

戻等

「各種調査」
診療実態・財
務諸表・各種
統計等から配
賦・按分等

訪
日
外
国
人
の
特
別
診
療
の
全
体
原
価
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（注）必要に応じて補助金等の比率
も倍数（係数）に組入れを行う

材料費

利益

（
訪
日
外
国
人
の
価
格
水
準
の
概
念
）

（注）利益は、原価追加分を対象(販管費等も含む概念)

（注）保険適用外部分は、影響の程度や内容を考慮
し、倍数算定または原価追加分での取扱を検討する



以上
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